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研究成果の概要（和文）：(1)発注者と事業者が締結する事業契約、(2)事業資金を提供する公私の投融資家が発
注者や事業者と締結する投融資契約、(3)事業者とサービス利用者が締結得うるサービス契約、(4)受入国の国内
法及び事業者本国の国内法、(5)受入国と事業者本国の間の二国間投資条約等の国際法、から成るインフラサー
ビス輸出の多層的な法的枠組の理論モデルを構築した。そして、このモデルをアジアにおけるインフラサービス
投資事業に応用して、アジアで今後構築されるべきインフラ投資事業の多層的な法的枠組を提案した。

研究成果の概要（英文）：This research project made a model of the multi-level legal framework for 
foreign investment in infrastructure services, comprising (1) the contract between a host enterprise
 and a foreign service provider, (2) the loan contract between a loan provider and a host enterprise
 and/or a foreign service provider, (3) the service contract, (4) domestic laws of the host country 
and the home country, and (5) bilateral investment treaty between the host country and the home 
country.
The project made a proposal for a multi-level legal framework for foreign investment in 
infrastructure services in Asia, based on empirical survey of the components of the legal framework 
in Asia.      

研究分野： 国際法、国際経済法

キーワード： 国際投資法　インフラサービス投資　インフラサービス輸出　二国間投資条約

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は、第一に、インフラサービス輸出の多層的な法的枠組を全体として把握するための理論モ
デルを構築したことにある。第二に、この理論モデルをアジアにおけるインフラサービス投資事業に応用して、
これからのアジアにおけるインフラサービス投資事業で構築されるべき多層的な法的枠組とその構成要素を提案
したことである。アジアにおいて今後展開されるサービス輸出事業の法的枠組みを提示する本研究には実務的な
意義も認められる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
近年、急速な経済発展を遂げる新興国を中心に、電力、上下水道、道路、空港・港湾、通信な

どのインフラ需要が高まっており、それに応えるためにインフラ施設の建設と運営・維持補修に
外国企業が従事するインフラサービス輸出の市場が急拡大している。インフラサービス輸出事
業の遂行に当たり、(1)発注者と事業者が締結する事業契約（コンセッション契約等）、(2)事業資
金を提供する講師の投融資家が発注者や事業者と締結する投融資契約、(3)事業者とサービス利
用者が締結するサービス契約、(4)これらの契約に適用される受入国の国内法及び事業者本国や
投融資国の国内法、そして(5)受入国と事業者本国内代の二国間投資条約等の国際法、から成る
多層的な法的枠組（multi-layered legal framework）が構築される。 
 インフラサービス輸出事業の多層的な法的枠組は、事業の特性に由来する 3 つの要請に応え
る必要がある。第一に、長期にわたる事業の採算性と持続可能性を確保すること。第二に、事業
期間を通じて生起する様々なリスクに適切に対処すること。第三に、事業対象が基盤的公共サー
ビスであることに起因する、低廉、安定的でユニバーサルなサービス提供等の公共性の要請に応
えること、である。以上の要請に応えるため、多層的な法的枠組の各構成要素にいかなる内容を
盛り込むか、各要素間の相互補完性と整合性をいかにして確保するかが、インフラサービス輸出
事業の成否を握る鍵となる。 
 
２．研究の目的 
 インフラサービス輸出事業では、発注者、事業者、投融資家、サービス利用者等の多様な主体
が国境を越えて複雑な法律関係を形成する。本研究は、その全体像を把握するため多層的な法的
枠組という理論モデルを構築し、その適切な制度設計を行うための理論分析と実証分析を行う。
そして、それを踏まえて、アジアにおいて今後構築されるべきインフラサービス輸出事業の多層
的な法的枠組みを提案することを目指す。 
 インフラサービス輸出事業をめぐっては、(1)土木工学の立場から、事業のリスク管理に焦点
を当てる研究、(2)私法学・金融法学の立場から、コンセッション契約や投融資契約に焦点を当
てる研究、(3)国際法学の立場から、投資保護や投資紛争解決に焦点を当てる研究、等の先行研
究が存在する。しかし、これらは、事業をめぐる複雑な法律関係の一部にのみ焦点を当てるもの
であり、法律関係の全体像を把握して、事業の採算性・持続可能性、リスク管理と公共性の要請
を総合的に勘案した最適な制度設計を試みる研究は存在しなかった。本研究は、多層的な法的枠
組という理論モデルを構築し、その制度設計を行うものであり、インフラサービス輸出事業の法
的枠組に関する包括的で体系的な理論構築と実証分析を行う点に独自性がある。そして、この理
論モデルをアジアにおけるインフラサービス投資事業に応用し、アジアで今後構築されるべき
インフラ投資事業の多層的な法的枠組みを提案する点で、実践的にも大きな意義を有する。 
 
３．研究の方法 
 本研究はまず、インフラサービス輸出事業の多層的な法的枠組の理論モデルを構築した。枠組
みの各構成要素について、アジアのみならず先進国の事例、アジア以外の地域で欧米企業が展開
しているインフラサービス事業の事例も含めて広範囲にわたり一次資料を収集し、分析する。分
析結果を踏まえて、受入国政府や公企業が発注者、サービス輸出国の国営企業や民間企業が事業
者、アジア開発銀行やアジアインフラ投資銀行（AIIB）、政府系金融機関、民間金融機関が投融
資家となり、事業形態として、官民連携（PPP）、公設民営（PFI）が採用されるケースにおける
多層的な法的枠組の理論モデルを構築した。 
 続いて、この多層的な法的枠組の理論モデルをインフラサービス輸出事業に適用する場合に、
各構成要素の形態と内容にいかなる要素を盛り込むべきか、そして、構成要素間の相互補完性と
整合性をいかにして保つかの考察を行った。そのため、電力、上下水道、空港等、インフラサー
ビスの部門によりこれらの構成要素にいかなる総意と共通点があるかを、多くの一次資料に即
して分析した。そして、インフラサービス部門ごとに適切な多層的な法的枠組のモデルを抽出し
た。 
 そして、インフラサービス輸出の部門別の多層的な法的枠組のモデルをアジアにおけるイン
フラサービス輸出に当てはめるための実装作業を行った。そのため、(1)事業契約、サービス契
約、投融資契約のモデル契約、(2)主要なインフラサービス輸入国の国内法（公共調達関連法、
サービス事業関連法、民法その他私法）の現状分析と改正提案、(3)これらの国と日本や中国が
締結している二国間投資条約や自由貿易協定（FTA）投資章の改正提案を取りまとめた。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果として、以下の 3点を挙げることができる。第一に、インフラサービス輸出の多
層的な法的枠組の理論モデルの構築である。第二に、インフラサービス輸出の多層的な法的枠組
の理論モデルを、アジアにおけるインフラサービス輸出事業に適用する場合に、各構成要素に盛
り込むべき内容についての考察である。そこでは特に、電力、上下水道、空港等のインフラサー



ビスの類型に即して、各構成要素間の相互補完性と整合性をいかに保つかについて考察を行っ
た。第三に、アジアにおけるインフラサービス輸出に多層的な法的枠組の理論モデルを実装する
ための提案のとりまとめである。 
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